
受動喫煙防止措置に係る業務実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、健康増進法（平成１４年法律第１０３号。以下「法」という。）第２５条か

ら第４２条、第７６条、第７７条及び第７８条の規定に基づく受動喫煙の防止に関する措置等に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

 

（業務取扱） 

第２条 この業務は市長が行うものとする。 

 

（基本的事項） 

第３条 この業務の基本的事項は、次のとおりとする。 

（１）法に基づく受動喫煙防止措置に係る喫煙者及び多数の者が利用する施設等の利用者並びに施

設の管理権原者等からの相談への対応 

（２）義務違反事案への対応 

（３）喫煙専用室等の設置・運用時における相談指導の実施 

 

第４条 受動喫煙防止措置に係る業務については、別途「改正健康増進法（受動喫煙防止）の施行

業務に係るガイドライン」に定めるものとする。 

 

（情報提供等への対応） 

第５条 情報提供等により、義務違反事案を把握した場合は、改善に向けて対応する。 

２ 対応内容や結果等を記録する際は、受動喫煙防止措置に対する相談・通報対応票（別記様式第

１号の１及び２）を使用する。 

 

（立入検査） 

第６条 法第３８条第１項、法附則（平成３０年７月２５日法律第７８号。以下「附則」とい

う。）第２条第５項又は附則第３条第３項の規定に基づき、立入検査による現地確認を行う場合

は、受動喫煙防止措置に対する立入検査票（別記様式第２号）を使用する。 

 

（指導・助言） 

第７条 法第３１条の規定に基づき、指導及び助言を行う場合は、指導・助言書（別記様式第３

号）を使用する。 

２ 指導後、指導に基づき相手方がとった措置を、指定した期日までに、市長あての文書にて、報

告を求めることができる。 

 

（勧告） 

第８条 法第３２条第１項、第３４条第１項、第３６条第１項並びに第２項の規定に基づく勧告を

行う際は、勧告書（別記様式第４号）を使用する。 



２ 勧告後、勧告に基づき相手方がとった措置を、指定した期日までに、市長あての文書にて、報

告を求めることができる。 

 

（公表） 

第９条 法第３２条第２項、第３４条第２項及び第３６条第３項の規定に基づく公表を行うとき

は、市ホームページに掲載することとする。 

 

（命令） 

第１０条 法第３２条第３項、第３４条第３項又は第３６条第４項の規定に基づき、命令するとき

は、命令書（別記様式第５号）を使用する。 

２ 命令後、命令に基づき相手方がとった措置を、指定した期日までに、市長あての文書にて報告

を求めることができる。 

 

（弁明の機会の付与） 

第１１条 第８条に規定する勧告及び第１０条に規定する命令を行う際に行う弁明の機会の付与

は、弁明の機会の付与書（別記様式第６号）を使用する。 

２ 弁明を弁明書により行う場合には、指定された期限までに、市長あてに弁明書を提出させるも

のとする。 

 

（過料事件の通知） 

第１２条 法第７６条、第７７条、及び第７８条の規定に基づく過料事件の通知が必要と認める場

合は、違反した者の住所を所管する地方裁判所に対し、過料事件通知書（令和２年３月２７日付

厚生労働省健康局健康課事務連絡別添）に関係書類を添えて、通知するものとする。 

 

（その他） 

第１３条 業務を行うにあたり、この要領に定めるもののほか、改正健康増進法の施行業務に係る

ガイドライン（例）（令和元年７月厚生労働省健康局健康課）によるものとする。 

 

附 則 

 この要領は、令和３年１１月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 


